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iSoftStone Holdings Limitedとの合弁会社設立に関するお知らせ 

 
当社は、当社と iSoftStone Holdings Limited（本社：Scotia Centre,4th Floor,P.O.Box2804,George Town, 

Grand Cayman, Cayman Island，British West Indies、代表者：T.W.Liu、ニューヨーク証券取引所上場、

以下「ISS Holdings」という。）の連結対象子会社である軟通動力信息技術（集団）有限公司（本

社：中華人民共和国北京市、以下「iSoftStone 社」という。）が、オフショア開発を行う合弁会社

を中華人民共和国内に設立することについて、ISS Holdings との間で本日、基本合意に至りました

ので、以下のとおりお知らせいたします。 
 
１．合弁会社設立の目的 

当社は、移動体通信事業者や携帯電話メーカに対して数多くの製品の開発支援、検証支援を

行うと共に、数多くの大手銀行や生損保のシステム開発を支援してきました。こうした中、現

在当社の国内外の顧客は、グローバルでの事業展開を控え、高い品質を維持したうえでの大幅

なコスト削減を目指しております。 
一方、iSoftStone 社は中国国内の 10 拠点をはじめ、欧米、日韓の拠点も合わせ 10,000 人の強

力な開発力を持ち、特に金融や組込み分野の高い開発力は、中国国内のみならず欧米、日韓の

様々な大手企業での豊富な実績として表れております。 
今回、当社の強みである、モバイル及び金融関連のコンサルティング力、マネジメント力、

営業力と iSoftStone 社の持つ中国企業として有数のモバイル及び金融関連の開発力を融合させ

ることにより、コストパフォーマンスに圧倒的に優れ、高水準で品質を維持する開発体制を整

えることでグローバル競争力を強化することを目的として合弁会社を設立いたします。 
これにより、当社は、国内外の顧客の強い要望に応え、事業の飛躍的な成長を推進してまい

ります。また、ISS Holdings は、本合弁会社を日本のモバイル及び金融機関向けビジネスの最大

拠点として、売上の拡大を図ってまいります。 
 
２．設立予定の合弁会社の概要 

(1) 名 称 （仮）ISS Systena Co.Ltd. 
(2) 所 在 地 中華人民共和国北京市中関村軟件園 
(3) 代 表 者 馮 嵱 
(4) 事 業 内 容 ソフトウェア開発 
(5) 資 本 金 100 万米ドル 
(6) 設 立 年 月 日 平成 23 年 3 月 31 日（予定） 
(7) 決 算 期 12 月 31 日 
(8) 出 資 比 率 当社：35％、軟通動力信息技術（集団）有限公司：65％ 



３．合弁の相手先の概要 

(1) 名 称 
軟通動力信息技術（集団）有限公司 
英文：iSoftStone Information Technology(Group)Co.,Ltd. 

(2) 所 在 地 
中華人民共和国北京市海淀区東北旺西路 8号中関村軟件園 9号
楼国際軟件ビル 

(3) 代 表 者 劉天文（T.W.Liu） 

(4) 事 業 内 容 
コンサルティングとソリューション、IT サービスとビジネスプ

ロセスアウトソーシングサービス 
(5) 資 本 金 4080 万米ドル 
(6) 設 立 年 月 日 2001 年 9 月 
(7) 大株主及び持株比率 iSoftStone Holdings Limited 100％ 
(8) 上場会社と当該会社 

との間の関係 
資本関係 資本関係はありません。 
人的関係 人的関係はありません。 
取引関係 取引関係はありません。 
関連当事者への該当状況 該当しません。 

 
４．日程 

(1) 取 締 役 会 決 議 平成 23 年 2 月 28 日 
(2) 基 本 合 意 書 締 結 平成 23 年 2 月 28 日 
(3) 合 弁 契 約 書 締 結 平成 23 年 3 月 15 日（予定） 
(4) 合 弁 会 社 設 立 平成 23 年 3 月 31 日（予定） 
(5) 事 業 開 始 日 平成 23 年 4 月 1 日（予定） 

 
５．今後の見通し 

本合弁会社設立による平成 23 年 3 月期の連結業績に与える影響につきましては、軽微であり

ます。 
 

以 上 
 
 
（参考）当期連結業績予想（平成 22 年 8 月 4 日公表分）及び前期連結実績 

（単位：百万円） 
 連結売上高 連結営業利益 連結経常利益 連結当期純利益

当期連結業績予想 
（平成 23 年 3 月期）

42,602 2,388 2,424 2,079

前期連結実績 
（平成 22 年 3 月期）

3,636 490 536 340

（注）1.平成 22 年 3 月期は、決算期変更により平成 21 年 11 月 1 日から平成 22 年 3 月 31 日ま

での 5 ヶ月間となっております。 
2.平成 22 年 4 月 1 日付で、持分法適用関連会社であったカテナ株式会社を吸収合併して

おります。 


